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１【提出理由】

 平成30年６月21日開催の当社第16回定時株主総会（以下、「本総会」）において決議事項が決議されましたので、金

融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づき、本臨時報告

書を提出するものであります。 

 

２【報告内容】

(1）本総会が開催された年月日

平成30年６月21日

 

(2）決議事項の内容

〈会社提案（第１号議案から第６号議案まで）〉

第１号議案 剰余金の配当の件

 

第２号議案 取締役８名選任の件 

取締役として、林田英治、柿木厚司、岡田伸一、織田直祐、大下元、吉田政雄、山本正已及び家守伸

正の８氏を選任する。 

 

第３号議案 監査役２名選任の件

監査役として、大八木成男及び沼上幹の２氏を選任する。 

 

第４号議案 取締役賞与支給の件

 

第５号議案 取締役および監査役の報酬額改定の件

 

第６号議案 取締役に対する中長期業績連動型株式報酬の額および内容決定の件

 

〈株主提案（第７号議案）〉 

第７号議案 取締役１名解任の件

 

 

(3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並びに

当該決議の結果

〈会社提案（第１号議案から第６号議案まで）〉

議案 賛成 反対 棄権 賛成率 決議結果

第１号議案 4,573,476個 3,591個 162個 99.08% 可決

第２号議案          

林田英治 4,526,200個 50,834個 162個 98.05% 可決

柿木厚司 4,542,388個 34,650個 162個 98.40% 可決

岡田伸一 4,545,183個 31,855個 162個 98.46% 可決

織田直祐 4,553,451個 23,589個 162個 98.64% 可決

大下元 4,554,517個 22,523個 162個 98.67% 可決

吉田政雄 4,568,508個 8,533個 162個 98.97% 可決

山本正已 4,568,607個 8,434個 162個 98.97% 可決

家守伸正 4,568,730個 8,311個 162個 98.97% 可決

第３号議案          

大八木成男 4,571,282個 5,786個 162個 99.03% 可決

沼上幹 4,571,184個 5,884個 162個 99.03% 可決

第４号議案 4,546,355個 30,720個 162個 98.49% 可決
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議案 賛成 反対 棄権 賛成率 決議結果

第５号議案 4,565,820個 11,005個 417個 98.91% 可決

第６号議案 4,561,864個 12,210個 3,174個 98.82% 可決

（注）１．各議案の可決要件は次のとおりであります。

・第１号議案、第４号議案、第５号議案及び第６号議案は、出席した議決権を行使することができる株主の議

決権の過半数の賛成であります。 

・第２号議案及び第３号議案は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の

出席及びその議決権の過半数の賛成であります。 

２．賛成の割合は、本総会前日までに書面（議決権行使書）又は電磁的方法（インターネット等）により行使さ

れた議決権の数及び本総会当日に出席した株主の議決権の数の合計（但し、無効票数の違い等により議案毎

に当該合計は異なります。）を分母として算出しております。 

 

 

〈株主提案（第７号議案）〉

議案 賛成 反対 棄権 反対率 決議結果

第７号議案 90,800個 4,474,283個 11,928個 96.93% 否決

（注）１．議案の可決要件は次のとおりであります。 

・第７号議案は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主の出席及びその議決権の

過半数の賛成であります。 

２．反対の割合は、本総会前日までに書面（議決権行使書）又は電磁的方法（インターネット等）により行使さ

れた議決権の数及び本総会当日に出席した株主の議決権の数の合計を分母として算出しております。 

 

（4）賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数に、株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しな

かった理由 

 会社提案については、本総会前日までに書面（議決権行使書）又は電磁的方法（インターネット等）により行使され

た議決権の数及び本総会当日に出席した一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の数を合計したことに

より可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席のうち、賛成、反対及び棄権の確認がで

きていない議決権数は加算しておりません。 

 また、株主提案については、本総会前日までに書面（議決権行使書）又は電磁的方法（インターネット等）により行

使された議決権の数及び本総会当日に出席した一部の株主から議案の賛否に関して確認できた議決権の数を合計したこ

とにより可決要件を満たさないことが確定し、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席のうち、賛成、反

対及び棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。 
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